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概要

•	 ブレグジット（Brexit）を指示した英国の投票後、イギリスは今後２年においてEUからの離脱の論
理的要因に覆われ、世界と関わり続けるための時間、エネルギー、または能力のための時間は残さ
れていない。

•	 ヨーロッパ、アメリカ、アジア一部において全体で顕著であり、ブレグジットにおいて明確となった 
反エリート主義、ポピュリズムの迎合は地域および世界の秩序を脅かし、国際協力を犠牲にして国
民国家のライバル関係を増大させている。

•	 安倍首相の下、日本はより積極的であり、野心的な外交政策を発展しており、首相の下内向的にな
りつつある状況とは対極的である。

•	 日本とイギリスは二国間関係の促進の継続を続けると思われており、イギリスにおける日本企業
の既存の貿易および投資への関心は、ブレグジットの投票により大きく影響を受けていない。

•	 イギリスと日本の間において、かつてないほどの戦略的パートナーシップが必要とされている一
方、危機的な地域および世界的挑戦における取り込みにおける二国間協力の機会は多くはなく、
既存の二国間安全保障協定の維持に焦点が集まるものと思われる。
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序章
2016年6月23日、イギリスは予期していなかった、劇的な変化の瞬間を経験した。比較的僅かな差にお
いて、イギリスの有権者の約52%がEUからの離脱に投票し、48&が残留に投票した。国民帳票の結果は
1956 年のスエズ運河危機以来、イギリス外交政策において最も画期的な変化であり、理論的には、ヨー
ロッパ統合の完全なプロジェクトの統合性を及ぼすこととなる、一連の変化の準備が完全になされる可
能性がある。1

28ヶ国のEUのような、重要、かつ大規模な多国籍、協力的イニチアチブなどを、任意かつ平和的に国家
が離脱することは、現代において前例がなく、しかも、過去連邦または国家構造を解体する際に度々脅か
している、分離主義者の傾向をも許可しているのである。1991年のソビエト連邦の崩壊は、1917年以降
のロシアの帝国主義において、構造統制の政治的内破に促進され、個々の国民国家はより大きな構造か
ら発生している一方、このような変化は1916年のアイルランド共和国の宣言、または1999年の東ティモ
ールの形成といった、（一部が承継協定により先立つこともある）暴力的な、分離主義者おキャンペーン、
または（例えば、1993のチェコスロバキアの解体のような）任意かつ相互の分離条約の結果発生するこ
とが度々ある。

ブレグジットの重大性は、一国への影響よりも遥かに大きく（この場合はイギリス）、冷戦後の世界の確実
性および目的論のいくつかを変える可能性を秘めていることである。 グローバリゼーション、とり大きな
地域および世界的統合に向けた統合が負担となっていた時、ブレグジットは現代性、不変性、および協力
的な多国間主義に基づく秩序、そしてリベラルな国際主義の持続可能性について重要な問題を突き付
けた。共産主義とリベラルな民主主義の間における、冷戦のイデオロギー的な困難性の終焉とフランシ
ス・フクヤマがかつて特徴付けたように、この世界的な変遷が「歴史の終わり」だけではなく、2 「歴史に戻
る」こと、そして対立が絶えない要因である、復活した国民国家のパターンの再現、そして最終的に不吉
な広範囲なり地域的、世界的混乱を構築することとなる。

グローバリゼーション、とり大きな地域および世界的統合に向けた統合が負担とな
っていた時、ブレグジットは現代性、不変性、および協力的な多国間主義に基づく秩
序、そしてリベラルな国際主義の持続可能性について重要な問題を突き付けた。

6月23日の国民投票の結果といった劇的な政治的変化は実際の政策に大きな影響を持つが、国際関係
を形成する基本的要素に関する基本的、そして価値あるものを時に明らかにもする。結果として、人間の
行動の合理性への信頼、啓蒙主義に楽観性に基づく理論的モデルが今は「アイデンティティ」政治の台頭
によりますます挑戦されることになっていることは明白である。3大衆主義、反エリート政治の様式を擁護
するために、ヨーロッパ中の多くの国家が推進する傾向は、増加する不確実性と予測不可能性の環境に
帰することとなっている。

ヨーロッパ特定の地域的コンテキストにおいて、EU離脱というイギリスの結締はまた、日本に関心がある
アジア専門家にとっても、重要な比較可能な問題、および洞察を提唱することとなった。イギリスと日本
の間の類似性を強調することは、学者やメディアのコメンテーターにとって一般的なものとなっている。
両国は自主独立の歴史に埃を持ち、隣の大陸と相反する関係を持つ島国である。しかし、最も共通する
部分はおそらく、2カ国間において明らかとなっている差異であることである。近年、イギリスはヨーロッ
パ大陸から距離を取り、ヨーロッパのプロジェクトへの献身に対して自らを認可している。反対に、日本は
1945年後の社会において、アジア・太平洋経済協力会議（APEC）フォーラム、アセアン（ASEAN）プラス

1 Parker, G., Mackenzie, M. and Hall, B. (2016), ‘Britain turns its back on Europe: Cameron quits and sterling plunges after roar of rage from alienated 
voters’, Financial Times, 24 June 2016, https://www.ft.com/content/e404c2fc-3913-11e6-9a05-82a9b15a8ee7（2016年9月6日にアクセス）。
2 See Fukuyama, F. (1992), The End of History and the Last Man, London: Hamish Hamilton.
3 Scruton, R. (2016), ‘Who are we?’, Prospect, 14 July 2016, http://www.prospectmagazine.co.uk/features/who-are-we （2016年9月6日にアクセス）。
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＋3メカニズム、アジア開発銀行（ADB）、または新たな準地域的パートナーシップであっても、アジアの熱
心に取り組むものとして、協力的なジアの地方主義のモデル提案者ではない場合、地方主義国際関係に
おいて本物の当事者となるために、要求を再度要求している。

イギリスによるヨーロッパから離脱するという任意の脅しにより、イギリスはEUからの離婚の論理的要因
に覆われ、世界と関わり続けるための時間、エネルギー、または能力のための時間は残されていない、と
いう不安がある。17世紀、外国からの影響から遮断されていた日本における、「閉鎖的な国」（または 鎖
国）と比較可能な孤立主義への移動として、これを組み立てることは過度に単純化しているが、イギリス
の新たな内向的焦点は、イギリスの国際的影響力の永続的な減少へと、おそらく野心と自信を低下させ
る前触れとなるであろう。4反対に、日本は安倍晋三首相のリーダーシップの下、前例がない場合には、自
らより高いランクの相手と争う新たな機会を自国に与える、外交政策活動のまっただ中にいる。この対称
は、より大きな二国間調整および協力への将来的オプションを考慮すると、ロンドンより東京からますま
すリードが生じることを示している。5

以下の分析は、地域的および世界的文脈両方において、イギリスと日本の間における関係の多用な側面
を探索している、王立国際問題研究所および日本財団により実行される、5年プロジェクトの結果である
一連の論文の一部である。これは、2015年に発行された、初期の論文を補完する目的であり、6 安倍首相
の下日本の外交政策の核となる複数の変化を記載している。この論文の焦点は、イギリス外交政策全般
におけるブレグジットの投票、およびその暗示の原因を探索し、日本以上にイギリスに、意図的に多くの
焦点を置いている。本論文は、東京およびロンドンの間の二国間関係に関する投票の結果の初期評価を
提供し、また、イギリスのケースが一例にすぎないという重要な国政の発展により促進された、国際秩序
への複数の広範囲であり、体系的な問題を考慮するものである。

今後のシナリオを考慮し、国家の外交政策および全体的な世界における位置に関する結果を探索する
前に、EUを離脱するイギリスの重大な決定に関する動機を検査するために役立つものである。代わりに、
後者は隣接する大陸の隣国への、イギリスと日本の対照的な態度、および地域、世界秩序における複数
の現代の移行を反映し、査定することが最良に行われる。この背景に対して、共通の国家的目標を目的と
して、共に協力する機会を両国政府がどのように最大化できるか、ということに関する非常に暫定的な提
案をすることが可能となる。

4 ブレグジットの支持者は逆に、例えば、 The Spectator (2016), ‘Out – and into the world: why The Spectator is for Leave’, The Spectator, 18 June 2016,  
http://www.spectator.co.uk/2016/06/out-and-into-the-world-why-the-spectator-is-for-leave/ （2016年9月6日にアクセス）にあるように、戦略的または経
済的であろうと、EUからの離脱は、活動家、および熱心な世界的役割を想定する機会をイギリスに与えると議論していた。とりわけ、ブレグジットの経済的コスト
に関する明確な警告、またはイギリスとの新たな貿易調整を交渉するよう急がせることを、非EU加盟国が消極的であることを前提とすると、この証拠は直ちに説
得力があるものとはならない。例えば、ハンチョウにおけるG20サミットの外部において、アメリカのオバマ大統領は、イギリスとの取引協定を考慮する前に、多く
のアジア諸国とEUとの貿易に関する対話を優先すると、テリーザ・メイ首相に警告した。さらに、ヨーロッパとの単一市場の利益を維持しない場合、日本政府は
イギリスからの日本企業の大量の流出の危機をイギリスに主張した。Mason, R. (2016), ‘Theresa May joins G20 summit to face Brexit warnings from US and 
Japan’, The Guardian, 4 September 2016, https://www.theguardian.com/world/2016/sep/04/g20-theresa-may-warns-of-tough-times-for-uk-economy-
after-brexit （2016年9月6日にアクセス）を参照。日本の分析家は、このように述べている：「本年５月5日にイギリスを訪問した、日本の安倍晋三首相は、EUにお
けるイギリスの継続的な一員であることを強く支持していた。彼はこのように述べた：「イギリスが強力なEUの一因であることは、世界にとって良いことである。」ブ
レグジットの結果の前、イギリスへの大きな直接投資を行っていた日本にとって、投資先としてのアピールをイギリスは失った、と安倍首相は追加して述べた。さ
らに、先進七カ国（G7）伊勢志摩首脳宣言は、議長国として日本により本年5月27日共同で発表された：「EUからのイギリスの離脱は世界の貿易、投資、および創
造する職への傾向を逆転させ、今後のリスクは高まるだろう。」See Hosoya, Y. (2016), ‘Asia and the liberal international order, post-Brexit’, The Straits Times, 26 
August 2016, http://www.straitstimes.com/opinion/asia-and-the-liberal-international-order-post-brexit（2016年9月6日にアクセス）イギリスが過去の政治
的および外交的影響力と同等の、明確かつ明白な世界的なプロファイルをイギリスが見つけることができる前に、長い年月と多くの不確実性があることを、証拠
のバランスが現在では示している。
5 日本は既に、ヨーロッパの単一市場の多くの側面に、日本企業の継続したアクセスを保証する、5月からの明確性、および継続性における必要性に関するイギリ
スに拠点を置く日本企業の懸念である、15ページの詳細な供述により、2016年9月2日、安倍政府により着手された、イギリスとの継続的な日本の貿易、および投
資に関する経済状況の設計について、けん引していくように見える。外務省（2016）、 Japan’s Message to the United Kingdom and the European Union,  
http://www.mofa.go.jp/files/000185466.pdf（2016年9月6日にアクセス）を参照。
6 Nilsson-Wright, J. and Fujiwara, K. (2015), Japan’s Abe Administration: Steering a course between pragmatism and extremism, Research Paper, London: Royal 
Institute of International Affairs, https://www.chathamhouse.org/publication/japans-abe-administration-steering-course-between-pragmatism-and-
extremism （2016年9月6日にアクセス）。



ブレグジットとその結果: EU国民投票後における英国と日本の関係

5 | Chatham House

離脱する決定の説明
EUの一員に関する国民投票を行うイギリスの最初の決定は、国際的な事象に対する計画的な対応とい
うより、国内の党派政治により促進された最初の例であった。2013 年1月ブルームバーグのスピーチに
より発表された、デービッド・キャメロン首相の国民投票を開催する決定は、保守党内における彼の批
判を相殺するための、実際のところギャンブルであった（今にして思えば、非常に無謀なものであった）
。71970年代以来、保守党はヨーロッパにおける分割と共に分裂し、とりわけ1993年、ジョン・メージャー
の欧州懐疑主義内閣の反対派（市長により「ろくでなし」と呼ばれたことで有名である）において最も記憶
に残ることとなった、リーダーシップを定期的に不安定とさせ、苦しめた緊張感は、マーストリヒト条約に
賛成するイギリス国会の投票を一時的に潰したこととなった。8それ以来、保守党リーダーは、ヨーロッパ
全体における国内の党派政治の不安定化から自分たちを保護した。キャメロンの場合、国民投票の発表
は国内の党派政治を和らげる方法として見られており、同時に、ヨーロッパから離脱するイギリスに関す
るポピュリズムを推進することで、選挙で保守党を出し抜こうとしていた（2015年の選挙前）一つの問題
だけに焦点を絞った、右翼政党であるイギリス独立党（UKIP）からの圧力から保守党を保護した。

キャメロンの国民投票の選択は、彼のリーダーシップのスタイルを反映していた：戦略的意思決定ではな
く、周到であることを好み、注意深い長期的な政治選択の意味を評価するというより、目前の出来事へに
対応する傾向である。9穏健なEU拡大改革を確保することに成功した、成功ブリュッセルにおけるヨーロ
ッパ首脳との2016年2月の名目上成功した交渉の背景において、キャメロンはブレグジットの総合的、お
よび個別の経済費用の集中的、かつ冷静な評価を伴う交渉は、EU内に残留する重要な有権者を説得す
るには十分であることを自信過剰に想定していた。10

キャメロンは国家の雰囲気を大きく、破壊的なまでに誤解していた。エリート主義であり、実体を把握して
いない権力者である人物像を伴った、この間違いは（特権階級であるイートン校出身という背景により、
イギリスの4分の1において強化された人物）、フランスにおいて最も顕著であるフランソワ・オランド大
統領、ドイツのアンゲラ・メルケル党首、並びに欧州委員会委員長であるジャン＝クロード・ユンケルとい
った上級役員といった、ヨーロッパの指導者がなぜキャメロンの行動により苛立っているのか、ということ
のせ説明に役立つ。11キャメロンは自身の政治的転落の種を知らずに広めただけではなく、その過程にお
いて国際的な当事者としてのイギリスの名声を危険にさらし、ヨーロッパプロジェクト全体を潜在的に不
安定化させたのだ。以前の卓越した保守党政治家の言葉に、「EUにおいてイギリスの加盟国に関して国
民投票を約束する、デービッド・キャメロンの決定はイギリス首相により決定された最大の大失敗として
記憶に残るだろう」というものがある。」12

2013年、国民投票について、イギリスには有形であり、評判の良い圧力はなく、ブルームバーグのスピー
チは国家の雰囲気に対応するための原則に基づいた取り組みというより、静かな国内の党派の危機へ
の不必要かつ無分別な取り組みであった。国内の戦術的な大失敗は、政府役員が、総合的な内閣の責
任の原則への長年の固執にもはや拘束されないことを発表したときに作り上げられた。政府内外におい
て、正式な政府のポジションに対抗するキャンペーンの自由を保守党内の上級役員のライバルに与えた
ことで、彼は経済および政治的苛立ちに対して相当な機会を提供してしまい、分離し、混乱した政府のイ
メージを強化し、深刻な不利益を与えることとなった。

7 Jones, E. (2016), ‘Brexit’s lessons for Democracy’, Survival, 58:3, p. 42, https://www.iiss.org/en/publications/survival/sections/2016-5e13/survival--
global-politics-and-strategy-june-july-2016-ae7e/58-3-06-jones-cm-132c （2016年9月6日にアクセス）。
8 Harries, M. (2016), ‘Brexit and Political Malpractice’, Survival, 58:3, p. 32, https://www.iiss.org/en/publications/survival/sections/2016-5e13/survival--
global-politics-and-strategy-june-july-2016-ae7e/58-3-05-harries-cm-7144 （2016年9月6日にアクセス）。
9 The Spectator (2016), ‘David Cameron’s legacy (it’s not just Brexit)’, 16 July 2016, http://www.spectator.co.uk/2016/07/david-camerons-legacy-its-not-just-
brexit/ （2016年9月7日にアクセス）。
10 Harries, M. (2016), ‘Brexit and Political Malpractice’.
11 Menon, A (2016), ‘Arguing with the EU’, Prospect, 14 July 2016, http://www.prospectmagazine.co.uk/features/arguing-with-the-eu （2016年9月7日にアクセス）。
12 Cited in Cowley, J. (2016), ‘David Cameron’s epic failure’, New Statesman, 13 July 2016, http://www.newstatesman.com/politics/uk/2016/07/david-
cameron-s-epic-failure （2016年9月7日にアクセス）。
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保守党で最も顕著な離脱キャンペーンの指導者であった、ロンドン前市長であるボリス・ジョンソン、キャ
メロンの司法大臣であるマイケル・ゴーヴは、楽にこの機会を掴んだ。離脱へのロビー活動は、UKIPを出
し抜くだけではなかった。より重要なことは、首相としてキャメロンの後任となる野望を高めることであっ
た。報道によれば、ジョンソンもゴーヴ共に国民投票に勝つことを予期していなかったが、キャンペーン
の間公的評価を増加させることで、2015年の総選挙の運動期間に首相として2年間すでに任務していた
キャメロンの後任となるため、適任な最有力候補と自分たちを位置付けることを望んでいた。13

保守党内部の分裂が、ブレグジットを正当化する主な要因である場合（政府のメッセージの一貫性を弱
めることによる）、主な野党勢力である労働党内の不一致は、キャメロンの問題を悪化させることとなっ
た。労働党で新たに当選した社会主義者の指導者である、ジェレミー・コービンは、本能的な欧州懐疑主
義を反映し、残留派のキャンペーンにおいては熱心ではなかった。キャメロンと政策を共有することを拒
絶し、良くても提供するだけであるコービンにより、労働党は国民投票においてどっちつかず、または困惑
することとなった。14

しかし、党派政治の焦点は、イギリス政治を形成する深く、構造的な変化の影響と効果を見逃すこととな
った。理想主義的な意味においては、これは政治的現実を定義する基本的な形式というより、影を記載す
るものである。

ヨーロッパにおける公的な懐疑論の中心は、恐れ、とりわけ移民への深い感覚で
あった。

ヨーロッパにおける公的な懐疑論の中心は、恐れ、とりわけ移民への深い感覚であり、さらに10カ国（そ
の内8カ国は以前の東欧圏からである）を方位するため、2004年にEU拡大において悪化しただけではな
く、このより広まった傾向は難民危機、およびマグリブからレバントを通って絵、ウクライナから拡大した
不安定性の新たな弧状の地域に関するものである。

このことは、距離がある政治への不信感、選出されていないEUの官僚エリート、膨張、浪費、および非民
主主義とみなされるEU機関への恨み、そしてブレグジットと関連する高額の軽罪費用を常に警告する専
門家の意見への軽蔑と結びつくこととなった。離脱陣営の政治家は、皮肉な誤報のキャンペーンを通して
このような恐れを自分勝手に利用し、例えば、毎週3億5千万ポンドの余剰は、国民保健サービス（NHS）
に資金を提供するために割り当て直されると、ブレグジット後の社会を思わせた。15こうすることで、イラク
への2003年の侵攻への反応に関する、国民の不満の深い傾向に入り込んだ；ブレア派の外交政策に関
する干渉主義に伴う原目悦；そして政治家の専門的なスタイル、そしてフォーカスグループの政治への広
範囲な敵意である。代わりにこれは、移動の嗜好を持つ政策に関する、より包括的様式のサポート、およ
び官僚主義の機関に懐疑的である、コーヴンのような新たな政治主導者の支持となる、より直接的であ
るポピュリストを支持する議会制民主主義の不信感、草の根活動の指示、そして政治生命におけるより
大きな「信ぴょう性」への要求を促進することとなった。

この文脈において見ると、キャメロンの失敗は政治的エリート、彼らの広範囲な正当、およびさらなる政
党の支持者の間で増え続ける分離、または政治的既成勢力内部の欠点より大きなものを反映している。
離脱キャンペーンがより内向的となり、グローバリゼーションに対する反動的な暴動、そしてグローバリゼ
ーション、自由貿易、そして広範囲な国際的、多国籍のリベラルな規範が国際、および国内の政治生命に
枠組みを与えている、という考え（ますます脅威の下にある）に残留派がとらわれていることにより、16 イギ

13 Smith, E. (2016), ‘The Brexit plague’, New Statesman, 17 July 2016, http://www.newstatesman.com/politics/uk/2016/07/brexit-plague （2016年9月7日
にアクセス）。
14 Harries, M. (2016), ‘Brexit and Political Malpractice’.
15 Mandelson, P. (2016), ‘How the struggle for Europe was lost’, Financial Times, 2 July 2016, https://www.ft.com/content/98619e5c-3f70-11e6-8716-
a4a71e8140b0 （2016年9月7日にアクセス）。
16 The Economist (2016), ‘The new political divide’, 30 July–5 August, 2016, p. 7.
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リスの日々の生活の非常に基本的なことは、階級、経済的機会に関する、昔からなじみ深い左派-右派の
テーマとして変化しており、統計的分布は開かれた、および閉鎖された社会の間における、より簡略化さ
れた一方の選択に変わっている。

イギリスの日々の生活の非常に基本的なことは、階級、経済的機会に関する、昔から
なじみ深い左派-右派のテーマとして変化しており、統計的分布は開かれた、および
閉鎖された社会の間における、より簡略化された一方の選択に変わっている。

基本的にブレグジットの投票は、議会制民主主義の幻滅を反映し、政治生命の古い構造に関する広範囲
な不満をシンボル化している。これは、国民投票がやり直されるという提案が現在、政治的に禁止されて
いるためである。これは、離脱に投票した52%の一般市民の反対、そして既に脆い政治システム信用しな
い、中心的な政治正当への致命的に弱体化している、潜在的な支持を物語っている。

なぜこれは両面的であり、古い体制の政治に対して、ときに非常に敵対視することとなったのか？これは、
良く知られた移民批判である、外部者の脅威、および外部の批判への反応だけではなく、世界的変化の
ペースに取り残されているコミュニティー全体の感覚でもある。非常に不安定であり、低所得、そしてスキ
ルが低いタイプの雇用、国家において困窮した場所、増加する収入の不公平、国籍はもはや厚生制度に
よる支払いにアクセスする要件ではない、という感覚（EUの移民はイギリス国民のように厚生制度にアク
セスでき、同じ権利を保有する）、そして労働者、生産者、国家間の社会的接点がもは尊敬されるものでは
ない、という感覚は、この幻滅を増加させることとなっている。困窮した場所において、イギリスの労働党
支持者の70%が離脱に投票した（1990年以来、少なくともヨーロッパのプロジェクトに献身的であり、忠
実な国際主義者の政党である）ことは、おそらく偶然ではないだろう。17現実世界の状況と貧困は、EU国
民投票の文脈においてとりわけ、人々の投票の嗜好への影響に関する、昔へのノスタルジックな政治的
忠誠心、または正式な政党の加入より遥かに重要なことであったのである。

この現象を誤診しないよう注意しなければならない。これ自体は、外国人への敵対的な反応ではない。実
際、イギリスにおける移民排斥主義正当、極右政党は増加しておらず、彼らへの支持のレベルは有権者
の約7%と比較的静かである。18代わりに、この反応はグローバリゼーションの経済的圧力への脆弱性、露
呈された窮状の認識への大声の怒りを表している。このようなグループにとって、前キャメロン内閣と関
連する緊縮経済の影響は失望と受け取られ、古い政治体制への不信感、根深い不公平な感覚を作ること
となった。

多くが感情に基づく反応であったことが理由である。これは、ブレグジットの費用は、それに投票した多く
の者が重く肩代わりをすることになる、という現実における残忍なほどの皮肉である。ポンドが下落し続
け、家の価格が下がり、失業率の増加の脅威により増加のため増加する輸入価格の形における景気低迷
の費用は、最も貧困な人々に重くのしかかることとなる。（すべてである必要はないが）多くの被害者は、「
この偉大な国家の尊厳を取り戻す」というジョンソンの魅力的な呼びかけにより魅了され、19 あらゆる証
拠にも関わらず、これは可能であると信じた彼らの切望は、イギリスの政治生命において明白となった、
新たな非合理主義を反映している。20

17 Sylvester, R. (2016), ‘Welcome to New Britain’, Prospect, 11 July 2016, http://www.prospectmagazine.co.uk/features/welcome-to-new-britain-rachel-
sylvester-eu-referendum （2016年9月7日にアクセス）。
18 Goodhart, D. (2016), ‘A vote against the mass immigration society’, Prospect, 14 July 2016, http://www.prospectmagazine.co.uk/features/a-vote-against-
the-mass-immigration-society （2016年9月7日にアクセス）。
19 Hall, M. (2016), ‘Boris Johnson urges Brits to vote Brexit to “take back control”’, Daily Express, 20 June 2016, http://www.express.co.uk/news/
politics/681706/Boris-Johnson-vote-Brexit-take-back-control （2016年9月7日にアクセス）。
20 Elwes, J. (2016), ‘A national trauma’, Prospect, 25 June 2016, http://www.prospectmagazine.co.uk/features/why-the-eu-vote-was-so-nasty （2016年9月7
日にアクセス）。
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イギリスのしょうらいの世界的な役割と外交政策の選択肢
1945年以降において、イギリスの外交政策は相対的な権力と影響緑の損失の調整、適用の一定したプ
ロセスを改善することであった。戦後帝国を失ったことに続き、列強のステータスとしての権利を失い、イ
ギリスは世界への実用主義的、そして柔軟な貢献に根付いた穏健な多国間主義の方法を行うことで、21 
イギリスの指導者は酷寒の中間の順位というステータスを認識してきた。この多くは地域的に定義され
ている3つの同心的な一式により構造されており、それは中央にEUとの関係、アメリカとの大西洋パート
ナーシップの広範囲なサークルと続き、そして国際機関との折衷的な組み合わせ並びにイギリス連邦な
どとの選択的関係の広範囲な収集である。22

ブレグジットの陶業の結果、イギリスはEUとの特権的外交政策の損失に準備しなければならない。この
多くは、1998年のサンマロ英仏サミットから発生し、2009年に実現した、EUの共通外交・安全保障政策

（CFSP）、および共通安全保障・防衛政策（CSDP）におけるイギリスの役割により形成されている。しか
し、この役割の底深さと幅広さには実際に限界があり、とりわけフランス、ドイツとの間では最も顕著に、
そして戦争に反対するヨーロッパの多くの小国との間において、イギリスとヨーロッパ間の亀裂を発生さ
せ、国2003年のイラク戦争において、アメリカを支持するブレア政権の結締以降明白となった。23ヨーロ
ッパの文脈外では、イギリスはアフガニスタンに従来の献身に焦点を置き、テロリストの問題と戦い、1人
のコメンテーターの言葉によれば、ヨーロッパ、またはより大きな他国間プロジェクトの包括的外交政策
への完全に成熟した献身というより、「雑多な二国間主義」に似ているアプローチを採用している。24

国家安全保障戦略（NSS）および国家安全保障戦略・戦略的安全防衛レビュー（SDSR）の起草における新た
な国家安全保障会議の作製に伴い、2010年、戦略的優先に関する創造性について考えるイギリスの能力
は押し上げを経験した。これは2015年の同様のレビューに続いているものであるが、批評家はこのイニチ
アチブの影響と一貫性に疑問を問いかけており、とりわけ、キャメロン政府の緊縮政策の影響、外務および
英連邦省に関する資金の16%の削除を含めた、政府予算の削除に関するものであった。キャメロンのリー
ダーシップの下、イギリスは2014年、ミンスク合意によるウクライナ危機に対し、取り決めを行った決議より
も、フランスおよびドイツの意見に従うことを好む、などというように外交政策の実行主義から度々移行し
ていた。同様に、イギリスは2011年、NATOおよび国連により制裁を受け、開始されたリビアへの軍事介入
に共に引率し協力したが、イギリス世論は、リビアへの継続する内部の無秩序の結果、このような介入の利
点について明らかに懐疑的であり、化学兵器のアサド政権の仕様に続く、2013年のシリア政府への空爆に
おけるイギリスの参加を承認することへの、イギリス国会の拒否により明確となった点であった。25

短期間において、通常通り貢献している外交政策としてイギリスの名声は、少なくとも現在は保たれてお
り、これはNATOへの継続的支持、および国連安全保障理事会の理事国というステータスによるものでは
決してない。イギリスは新たな理事国（明らかに日本を含む）を含めるため、安全保障理事会の常任理事
国を拡大する動きを原則承認することで、強い名声の影響力を生じ続けている。しかし、その地位とステ
ータスは、イギリスまたはフランスが、安全保障理事会の包括的なヨーロッパの理事国に関して代表する
声であることを、（明示的または安易的に）受け入れることで修正される、という提案を避けているのであ
る。言い換えれば、より広範囲なヨーロッパの有権者のためのスポークスマンというより、（政治的イニチ
アチブを提唱する際は、経済的重要性以上のものに刺激を与える、イギリスの能力に関する暗示的なリ
マインダーである）独占的な国民国家という意味で、国連との関係を定義し続けているのである。26

21 Hill, C. (2016), ‘Powers of a kind: the anomalous position of France and the UK in world politics’, International Affairs, 92(2): p. 394, doi: 10.1111/1468-
2346.12556 （2016年9月7日にアクセス）。
22 Whitman, R. (2016), ‘Brexit or Bremain: what future for the UK’s European strategy?’ International Affairs, 92(3): p. 510, 10.1111/1468-2346.12607 （2016
年9月7日にアクセス）。
23 Freedman, L. (2016), ‘Brexit and the law of unintended consequences’, Survival, 58(3): p. 11; Hill, C. (2016), ‘Powers of a kind’, p. 401; Heisbourg, F. 
(2016), ‘Brexit and European Security’, Survival, 58(3): p. 13.
24 Whitman, R. (2016), ‘Brexit or Bremain’, p. 511.
25 Whitman, R. (2016), ‘Brexit or Bremain’, p. 517.
26 Hill, C. (2016), ‘Powers of a kind’, p. 403–404.
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EUの国境外の統治、独立国家として外交政策を最大化する範囲が、イギリスには将来あるのか？核拡散
防止条約（NPT）の加盟国である、世界5カ国の角所有国の一カ国であるというステータスは、イギリスに
特別な世界的ステータスを与え、核装備の潜水移動抑止能力によりさらに強化されている。イギリスの外
交政策の影響は、アメリカとの緊密の関係との機能でもあり、これは共同情報共有により（情報能力の統
合的性格、および質における他のヨーロッパ諸国を越え、イギリスが特別に引率しているエリアである）
、および根深い文化および個人的関係により強化された、アメリカとの二国間パートナーシップの長い歴
史による、一部定義されたパートナーシップである。27しかし、このような関係は、アメリカによる態度の移
動を防ぐには不十分であり、ブレグジットの余波のため、より有力なドイツとの関係を強化することで、オ
バマ政権が自らを位置付けている、一時的なサインが既にあるのである。28また、ワシントンにおけるリー
ダーは、少なくともアフリカのイスラム原理主義とのI取り組みの文脈において、より良い同盟国としてフ
ランスを一層重視している。

国民投票の直後、新たなイギリス政府の首相であるテリーザ・メイ首相にとっての最
大の挑戦は、イギリスのEUからの離脱に関す複雑な交渉プロセスの管理である。

国民投票の直後、新たなイギリス政府の首相であるテリーザ・メイ首相にとっての最大の挑戦は、イギリ
スのEUからの離脱に関す複雑な交渉プロセスの管理である。このプロセスの複雑な特性の標識は、内閣
の3人の大臣へのEU拡大議論に関して、責任を譲渡する責任である。ボリス・ジョンソンのリーダーシッ
プの下、外務および英連邦省が個別のヨーロッパの相手とのイギリスの関係の管理を持ち続けなるが、
デビッド・デイビスは既存のEUに関する大臣として任命され（ブレグジット大臣と非公式に呼ばれている）
、イギリスと以前のヨーロッパのパートナー諸国間における延長された最大2年と予期されている交渉を
統治する重要な条項である、第50項の引き金、およびイギリスの離脱を統治する複雑な条項の交渉に湯
用な責任を持つこととなる。デビッドおよびジョンソンと共に、メイ首相は新たに設立された国際貿易省
初の大臣としてリアム・フォックスを任命し、この機関は非EU諸国とのイギリスの新たな貿易協定を交渉
する主な責任を持つ。

イギリスおよびEUの間に、将来の貿易協定の形のコンセンサスはない。「ハードブレグジット」である、ヨ
ーロッパからの曖昧であり、資格を満たさない離脱の保守的な支持者は、世界貿易機関（WHO）の規則
の下、EUとのイギリスの貿易に関して最恵国（MFN）ステータスを支持している。反対に、「ソフトブレグジ
ット」の賛成者は、イギリスは単一市場へのアクセスを維持するが、ブリュッセルへのイギリスの貢献にお
ける大きな増加のため、代わりに人の移動の自由に制限をする、修正された欧州経済領域（EEA）協定の
下潜在的に統治されているものとイギリスを見做している。29イギリスがどちらの道に進もうとも（そして
代替的な選択肢において、より大きな二つに選択がある）、決議に達するには長期的な時間がかかると
思われ（おそらく第50条に規定されている最初の2年という期間よりもずっと長くかかるだろう）、第人数
の弁護士、および経験のある貿易交渉者を使いつくしてしまうだろう。この文脈において、新しい、野心的
な外交政策イニシアチブを割り当てる、長期間の自由裁量時間を持つ、新たな保守党政権を予測するこ
とは難しい。

さらに、保守党により最近選出されたメイ首相にとって、有権者から委任を確保するために、ある時点に
おいてプレッシャーがあるだろう。総選挙を施行するための正式な義務はないものの（そして、現在の国
会の残り4年が過ぎ去ることを待つための、多くの歴史的な判例がある）、メイ首相はコービンと国会の同
僚間の内部分裂、および緊張により閉鎖されている労働党の苦難において資本化するために、後ではな

27 Inkster, N. (2016), ‘Brexit, Intelligence and Terrorism’, Survival, 58(3): p. 24.
28 Oliver, T. and Williams, M. J. (2016), ‘Special relationships in flux: Britain and the future of the US-EU and US-UK relationships’, International Affairs, 
92(3): p. 556, doi: 10.1111/1468-2346.12606 （2016年9月7日にアクセス）。
29 Forsyth, J. (2016), ‘What Brexit really means - three key tests for Theresa May’, The Spectator, 30 July 2016, http://www.spectator.co.uk/2016/07/three-
key-tests-brexit-deal/ （2016年9月7日にアクセス）。
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く直ぐに選挙を施行することに魅了されることがある。そのため、国内政治並びにEUとの交渉の複雑性
は、新たな政府における自信を促進し、自国における経済の安定を創造する調整、そして貿易関連の交
渉両面において、目前の困難に集中するため、政府を奨励するだろう。そのため、多くの新たな外交政策
イニチアチブに関して、限定された余地があるだろう。

流動的な世界：秩序および無秩序に関する、競争の意思
イギリスの国民投票後の内向性は、独自または例外的なものではない。ヨーロッパを通して、度々明白で
ある反動的なアジェンダを伴う、新たなポピュリスト、ナショナリストの動向を支持する成長傾向の懸念す
べきサインがある。この新しい「独裁主義的の復活」は、批評家がホモフォビア、移民排斥、および言論の
自由の不寛容に対して攻撃しているアジェンダを持つ、「法と正義」党の2015年10月の、ポーランドにお
ける権限の増加、または新たな「狭量な[ハンガリー]国家」の創造を求める2014年の、ハンガリーのオル
バーン・ヴィクトルといった人物の登場を支持している。このような変更との平行し、ヨーロッパを通した
スウェーデン、オーストリア、ギリシャ、およびスイスといった国家において、重要な政治的位置において
度々、右翼政党の登場している。フランスにおいては、保守的な国民戦線が既に政治的影響を一定して
強化しているため、党首であるマリーヌ・ル・ペンは2017年4月に予定されている大統領選挙の第一段階
の勝者であり、完全に大統領として勝利すると本格的に見做されている。30

このような発展は、フランスのマリーヌ・ル・ペンの展望においてとりわけ、「国家主権主義」としてフラン
ス人作家であるフランソワ・エイスブールにより特徴付けられた傾向である、保護貿易主義、ポピュリズ
ム、および外国人恐怖症に基づく、国民国家の愛国心の教義的な狂信的愛国主義の方法に戻り、国家主
権の再活性化された防衛に対する需要を加速し、EUを不安定にすると脅かしている。31

他の観察者はさらに推し進め、この右翼化の傾向はヨーロッパに限られたものではないことを提唱して
いる。アメリカにおいて、共和党予備選挙におけるドナルド・トランプの予期せぬ成功は、有権者の大き
な、かつ声域の利益を代表する、主流の正当の失敗、およびアメリカの政治における独裁主義、および感
情的な傾向両面の集合を示している。政治的スペクトルの左側において、民主党の指名におけるヒラリ
ー・クリントンの企てへの、バーニー・サンダース上院議員の僅差の挑戦は、主流の政治および新たなポ
ピュリスト政治の権力に不満と類似した標識である。

国内の政治の変化は、外部の発展により適合している。マイケル・ボイルによると、世界の異なる地域に
おける国家の配列は、国際政治の正当性への挑戦を結集している。中国とロシアは、19世紀の勢力均衡
政治の追憶である、地域的拡張主義の方法を復活させており、「ネオ・ウェストファリア」の国家は、ブレト
ン・ウッズの時代の法の支配の慣習、およびリベラルの秩序の概念に直接反対する、国家利益を追求し
ている。この動きは、必ずしも本質的に不安定化していない。実際、この傾向は限定された支配的な国家
数、または一つに集中されている地域秩序の新たな階層構造を作るための願望により、度々動機付けら
れる。この直観は、例えば、南シナ海における中国の侵略的および拡張論、またはウクライナにおけるロシ
アの浸食、およびクリミア併合である。これは、（IMFといった）機関的秩序における古い表明の批判だけ
ではなく、（アジアインフラ投資銀行といった）新しい機関を設置する、または人権の西洋の考え、または
法の支配の適用性の教義的な定義を促進する願望によるものも反映している。

分裂し、反動的な発展を懸念するこの目録の相殺は、より多くの楽観的な話をするという解釈である。キ
ショール・マブバニおよびラリー・サマーズは、西洋の政治的価値の差し迫った崩壊は誇張されており、
過度に人騒がせなものであると議論している。合理主義は依然として国際政治の主流の秩序の原則で
あり、個人的全身、およびより高い生活規準への普遍的な願望および経済的な利己主義は、共通の経済

30 The Economist (2016), ‘Drawbridges up’, 30 July 2016, pp. 16–18.
31 Heisbourg, F. (2016), ‘Brexit and European Security’, p. 14.
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発展のモデルを進めるために国家および個人を推し進める。多くは文化的差異と矛盾した傾向ではな
い。この文脈において、中国は既存の国際秩序と共にゆっくりと統合し続け、一方、不安定化する挑発を
避け、ISISを支持する急進的な個人、または30,000人を委縮させる、2億人以上の世界的コミュニティー
である、圧倒的大多数の温和なムスリムは、既存の国際秩序と共に特定し続けることとなる。この解釈に
おいて、世界の安定を脅かす唯一の深刻な脅威は心理的なものであり、既存のリベラルな民主主義の価
値における信頼の欠如、および西洋の悲観主義が自己達成しつつあり、経済的であろうと政治的であろう
と、既存のガバナンスの機関への支持を弱めるリスクである。32

２つの全く異なる話の間で、どのように判断すべきなのか？このように異なる解釈の間において、賢明に
選択する責任は、非常に差し迫ったものである。教義には、今日の議論は100年前以上から割れている意
見を反映している。20世紀に差しかかるとき、有名な 大いなる幻想 においてノーマン・エンジェルは、経
済相互作用および2国間貿易依存は、武力衝突に対して決定的に影響することを論じ、33 同様にマブバ
ニおよびサマーズは、合理的な私利は文明の衝突の登場を妨げることを強調している。

冷静な実用性の最大化、および費用便益分析に関する啓蒙の価値の力の強調は、唯一の現象、つまり理論
整然とした私利の力への過剰な強調とするように見える。反対に歴史家は、現状を破壊するような変化（地
域または世界的であろうと、とりわけ紛争ぼっ発について）は、度々破滅的結果を伴う、最大の緊張感の転換
期へとリーダー、および国家を推し進めることができるヨウ素の結合の結果であることが暫しある。例えば、
第一次および第二次世界大戦の原因および過程における近年の説明において、イアン・カーショーは破壊
的な危機へと世界を推進させる重要な要因の収束を指摘した：「1）民族差別のナショナリズムの発生；2）領
土回復主義への苦 し々く、 相容れない需要；3）深刻な階級闘争...そして4）資本主義の長期的危機...」34

当時と現在の間における明白な差異を見逃すこととなると、20世紀および今日の緊張に関する、今日の
事象の間に平行線を引くことは容易である。そうすることは、差し迫った紛争への悲観的なケースを作る
ことではないが、ブレグジット、およびナショナリズム、偏った地域への関心、政府の従来のモデルを伴う
不審となる類似の撤退から発生する不安定な圧力を、深刻に受け取る必要があることを議論し、警告の
ように聞こえるだけである。また、私たちは広範囲な国際コミュニティーの国家、およびリーダーの利益両
方を促進できる、政府、および国家のリーダーの一部への思慮深い行動ンにより相殺される必要がある
とは間違いない。行われるべきことを考慮すると、日本、イギリスそれぞれの地域的文脈両方のケースを
考慮するために、この連結点はおそらく役立つだろう。

地域的混乱および安定性の追求
イギリスのヨーロッパとの拡大の歴史は、国家の利益を脅かすことができる主流の大陸の覇権国の発生
を防ぐために主に作られ、価値があり、実用主義的な関与の一つである。これは、観察者に対向としてイ
ギリスを説明させた、感情的な両面価値のパターンであることを実証し、2つの反対方向において、ヤヌ
スの神のようにヨーロッパとアメリカ合衆国両方と同時に自らを直線としている。35

1973年におけるヨーロッパ共同体（EEC）への最終的な加盟により、イギリスは自信の経済的な利益を
進めるだけではなく、戦略的、政治的優先を勧めた。一員であることは、（香港およびブルネイを拠点とし
て拡大した）初期のスエズ東部における海上の関与から、1960年代の撤退の決定に続いて、イギリスの
ステータスを支持することであった。36さらに広域において、フランスおよびドイツとの積極的な強力の戦
略と後になった関与により、イギリスは国際的プロファイル、および影響力の増加の方法により、ヨーロッ

32 Mahbubani, K. and Summers, L. H. (2016), ‘The Fusion of Civilizations: the case for global optimism’, Foreign Affairs, May/June: pp. 129–130.
33 Cited in Kershaw, K. (2016), To Hell and Back: Europe 1914–1949, London: Penguin.
34 Ibid, p. 2.
35 Oliver, T. and Williams, M. J. (2016), ‘Special relationships in flux’, p. 54.
36 Hill, C. (2016), ‘Powers of a kind’, p. 395; Childs, N. (2016), ‘The Measure of Britain’s New Maritime Ambitions’, Survival, 58(1): p. 136.
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パの連結への関与を利用することを望むことができた。37結局、アメリカとの「特別な関係」を認めるだけ
ではなく、アメリカとのイギリスのパートナーシップにまでと、実際に限定されていた。イギリスはベトナム
における戦争に参加しないことを選択し、1950年代、重大な安全保障違反の遺産、そして最も顕著であ
る1950年代および1960年代のケンブリッジスパイ団の暴露により、イギリス機密情報の信頼性に対す
るアメリカの信頼への大きな低下へとつながった。

ブレグジットを支持した投票により、イギリスはヨーロッパにおける影響力の潜在的な損失に今直面して
いる。EU加盟国は、気候変動から保護するための測定に関する支持、貧困僕目イニシアチブ、対外支援、
および国際開発へのイギリスの支持の影響を押し上げることに役立つ、重要な乗数効果を持っていた。
現在疑問視されている大西洋横断貿易投資パートナーシップ協定（TTIP）のような重要なイニシアチブ、
重要な貿易および投資の関係つきを持つ地域の安定性を促進する方法として、ピボット・ツー・アジアを
恵三クすると思われるアメリカのため、ヨーロッパはもはや、アメリカの不適切な支持に依存することはで
きない。38ヨーロッパとアメリカの間の架け橋としてのイギリスの役割は依然として重要であるが、影響が
減少していることは間違いない。

ヨーロッパとアメリカの間の架け橋としてのイギリスの役割は依然として重要であ
るが、影響が減少していることは間違いない。

アジアにおける日本の位置は、ヨーロッパにおけるイギリスのそれは幾つかの点で平行している。ヤヌス
の比喩も同様に、日本がヨーロッパまたはアジアと自らを調整するか、という19正規後半の議論において
反映されている位置、大陸に対する日本の歴史的な両面価値を惹きつけるものである。アジアはEUスタ
イルの連邦プロジェクトの統合モデルには欠けているものの、日本は強力であり、有力な植民地のライバ
ルの登場から保護するため、および隣国との関与を維持するための実用主義的な願望において、イギリ
スを反映している。これを反映して、連続的な戦後日本の首相は多くの国家との柔軟な関係への現実的
政治を支持するイデオロギー的な外交政策を避ける、全方向のスタイルを実行している。結果、1940年
代後半、および1950年代前半の吉田茂首相は、台湾との公式な政治的関係の政策を支持し、冷戦早期
のアメリカの封じ込め戦略にも関わらず、穏やかなものではなく、中国本土との重要な経済的関連を維持
することを求めていた。39同様の動機は、地域的な安定性を支持する実用主義的なアプローチを発達さ
せることを、他の戦後のリーダーに推奨した。1950年代後半、岸信介首相（安倍首相の祖父）は、地域の
成長の方法として、かつ拡大、政治的安定性により、在職期間早期に東南アジアとの日本の経済的関係
を強化することを優先した。朝鮮半島との日本の緊張関係の文脈において、1945年後長い間、朝鮮北部
および南部では政治体制が非常に異なるものの、政治的リーダーシップが韓国との関係をどのように維
持するか、ということを探していた。

地域的協力に関するアプローチにおいて、イギリスと日本の間には大きな差異があった。冷戦期フランス
および西ドイツと協力したイギリスの試みは、一般的に言えば、NATOとのヨーロッパ地域主義の強化が、
ソビエト連邦に対応した西洋諸国のさらなる結合を促進すると考えた、アメリカにより支持されたもので
あった。しかし、日本はかつて政治学での同盟国であり、1970年代および1980年代においてとりわけ、
東京およびワシントンの間で一連の貿易摩擦が発生した際に経済競争のライバルでもあった。一方、日
本のASEAN諸国、韓国、および中国へのアプローチは、アメリカからの貿易および投資の利益を制限する
可能性がある、地域的市場を形成するための産業的強化を日本が活用する懸念を招いた。これは、日本
および隣国間の協力を高めるツールとして、日本が政府開発援助（ODA）を広く活用することに役立たな
かった。しかし、冷戦の終わりは、20年以上の経済強化となる、日本の「バブル経済」の破裂と重なった。

37 Hill, C. (2016), ‘Powers of a kind’, p. 396.
38 Oliver, T. and Williams, M. J. (2016), ‘Special relationships in flux’, pp. 550–552.
39 See Swenson-Wright, J. (2005), Unequal Allies.United States Security and Alliance Policy Toward Japan, 1945–1960, Stanford, California: Stanford University 
Press, pp. 77–105.
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日本経済の相対的衰退により、アジアの地域主義への日本のアプローチに関する懸念が弱まり、一方、中
国の経済的および軍事的台頭は日本から中国へと懸念の焦点を移動させた。1980年代のアメリカの反
応に対するリスクにおいて、中国との関係を強化することが容易であった、日本が21世紀における中国
の台頭に対する、最も主張されている相手として浮上したことは皮肉である。

小泉純一郎以来、日本において最も強力な政治リーダーである阿部首相は、以前の内閣とは極めて異な
る積極的な外交政策を表している。安倍首相の下、日本の地域外交において最も顕著な開発は、より明
確な価値観に基づくアプローチの登場であり、地域において「自由と繁栄の弧」を促進する政府の試が良
い例となった。このアプローチの多くは、2006–07年の第一安倍内閣、そしてその後の麻生太郎内閣と関
連していた。日本の外交政策における用語として「弧」という明確な利用は好まれなかったが、このコンセ
プトの源は安倍に最も近い外交政策アドバイザー、最も有名な人物では、現在日本の国国家安全保障局
長である谷内正太郎、内閣官房副長官補である兼原信克の考えによるところが多い。40

この戦略の中心には（本来の表現と比較し、現在ではより言説としては弱まっている）、東アジアの海上の
競争相手とした中国の台頭により課された安全保障、および政治的挑戦との日本の関心事項がある。戦
略が反対意見として作られ、中国との大きな確執を促進する、中国の独裁政治、および反民主主義体制
を強調する日本政府の結締は、新たな封じ込め戦略を意味することを、この地域の他の国家（とりわけオ
ーストラリア）が心配するからこそ、価値観のアジェンダは常に物議を醸し出すのである。このような懸念
を相殺するため、近年安倍政権は、安全保障の準備を強化するため、広い実用主義的であり、具体的な
イニシアチブにより多くの焦点を置いている。これは、地域および世界的な安全保障の偶発において、日
本の自衛隊の配置を可能とする、2015年の重要な新しい安全保障を含む；日本にる武器の輸出を統治
する条項の緩和；アメリカとの安全保障協力を統治するガイドラインの重要な改定；そして、2007年にイ
ンドとオーストラリアにおいて始まり、近年ではベトナム、フィリピン、そしてインドネシアとの新たな協力
的な措置を含むために拡大している、ミニラテラルな安全協力関係における新しい領域の促進である。41

積極的な安全保障アジェンダを促進する安倍首相の能力は、自国における政治権力の反映の一部であ
る。2012年依頼、民主党は少なくとも4回決定的な選挙において勝利しており、2回はそれぞれ衆議院と
参議院に関わるものである。日本の抵抗勢力は、安倍により周到に謀略で打ち負かされ、自身の内部の
失敗により弱体化している。さらに、イギリスの抵抗勢力と異なり、安倍は自信の政党内に目に言える反
対勢力がない。彼は2015年、自民党の総裁に無競争で再選し、理論的には、2018年9月まで正式にその
地位にいることができる。42この政治的安定の度合いが、外交政策の目標を追及において、うらやましい
ほどの柔軟性を彼に与えている。43

安倍はまた、この政府のより大きな支持者である（特別に熱狂的ではないが）、市民により支援されてい
る。自民党は、イギリスやヨーロッパ内における政党により経験する、妥当性の危機に直面していない。
アベノミクスは、日本において大きな経済復興を引き出さないが、国民の生活水準は高水準を保ち、彼
の指導力に対して拡大した市民の幻滅がないのである。44さらに、日本は大きく人口が減少しているもの
の、労働市場の開放にはとりわけ躊躇している。経済成長への協力な圧力があるにも関わらず、移民の規
制は比較的同民族から構成された人口を維持し、ヨーロッパにおいて国家を不安定とする、分裂的な移
民の困難と関わることを避けている。イギリスや多くのヨーロッパの国家における排他的なナショナリズ
ムの社会的源が、移民の労働力の増加に伴う、政治的不安にあるとすれば、このような社会状況は、日本
には存在しないのである。

40 日本の高級官僚との個人的インタビュー、2014年、東京。
41 Auslin, A. (2016), ‘Japan’s New Realism: Abe gets tough’, Foreign Affairs, March/April.
42 Pekkanen, R. J. and Pekkanen, S. M. (2016), ‘Japan in 2015: More about Abe’, Asian Survey, 56(1): p. 36, doi: 10.1525/as.2016.56.1.34 (2016年9月7日
にアクセス).
43 Nilsson-Wright, J. (2016), ‘Japan elections: why the new landscape offers the prospect of radical reform’, Medium.com, 12 July 2016, https://medium.
com/@ChathamHouse/japan-elections-why-the-new-landscape-offers-the-prospect-of-radical-reform-a365fe51ad4e#.fdjev8evl （2016年9月7日にアクセス）。
44 Karabell, Z. (2016), ‘Learning to love stagnation’, Foreign Affairs, March/April, p. 50.
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イギリス-日本の協力に関する展望
積極的な外交政策を続ける安倍の野望と民主党の力において、イギリス-日本のより密接な協力に関し
て、どのような機会があるのか？安倍政権は、イギリスに拠点を置く将来的な個々の日本企業の投資、お
よび貿易の決定に関する、ブレグジットの潜在的な影響を大きく懸念しているが、地域的、世界的な不
安定化を引き起こす可能性がある、ブレグジットはイギリスおよび日本の間の二国間関係に直接異議を
唱えない。45日本とEU間の現在の合意がイギリスを含めることができなかったとき、日本とイギリス間の
新たな貿易協定が必要となったため、EUのイギリスからの出発は間違いなく、手続き上の問題を課すこ
ととなる。（例えば、安倍政権は2016年末までに、EUとの経済連携協定を締結することを望み、イギリス
がEUを正式に離脱する時まで、このような交渉に建設的にイギリスは参加し続けることを懸念している。
）疑いようもなく、これは簡単なことではないが、全体的な二国間関係を不安定にするものではないだろ
う。日本はイギリスおよびヨーロッパ大陸両方との緊密な関係を求め続け、イギリスと大陸の間で選択す
る必要は確実にない。

しかし、外交政策となると、イギリスおよび日本における優先順位に大きな差異が残っている。日本が東
シナ海、および南シナ海.において中国による安全保障上の脅威に追われているが、イギリスは中国との
緊密な貿易、および投資協力により得られる経済的利益に、近年では焦点を当てている。46同様に、イギ
リスはヨーロッパ、とりわけウクライナにおいては早急に、ロシアの安全保障上の侵害について懸念する
理由があるが、安倍は第二次大戦後から始まる議論である、解決されていない北方領土問題における、
領土の解決を仲介する機会として、モスクワとの外交交渉の利用を意図している。

このようなことが発生するのであれば、協力は事実上温和なものとなり、既存の二国
間安全保障協定の上に構築することを、目前の戦略的利益における大きな相違は
提案することとなる。

このようなことが発生するのであれば、協力は事実上温和なものとなり、既存の二国間安全保障協定の
上に構築することを、目前の戦略的利益における大きな相違は提案することとなる。事実、ブレグジット
は、より活発な協力への可能性に関して、日本の高官において悲観論が続いていることに関連しているよ
うに見える。安倍首相の内閣官房内閣審議官である、谷口智則は7月初旬にこのように述べた：「ブレグジ
ットの結果...軍事と軍事の交換は、重大なこととは見做されなくなるだろう。少なくとも今後当面の間、ヨ
ーロッパの外交資本に集中するため、実際、アジア太平洋により焦点を置く、ロンドンにおける広範囲な
動きを維持することは困難となるだろう。」最も際立っていることは、イギリスとの長期的関与にも関わら
ず、谷口のような評論家は、イギリスはブレグジットにより作られた国内の緊張のため、戦略的に考えるこ
とが単にできなくなると信じているように見えることである。彼をこのように記載している：「ブレグジット
の投票は、最古の議会制民主主義であっても麻痺することがあり、これはロンドンの知識人が考えていた
以上に遥かに容易なことである。事実、政治家、シンクタンク、銀行家がいる街は、そこに居住するエリート
およびロンドンに深い疑いを持つ「離脱派」の国家において、「残留派」の孤島のように見える。」47

45 日本-イギリスの貿易関係に、ブレグジットの影響に関する日本政府の報告書が示すように、「日本企業には、EUにおける活動を監督するために、イギリスに拠
点を置いている。日本企業のコミュニティーは、イギリスをより魅力的な投資先とするために、規制緩和を含めた投資を促進するために、イギリスが措置を採るこ
とを望んでいる。EU法が離脱後に、イギリスに準拠しなくなる場合、イギリスにヨーロッパの本社を置く日本企業は、ヨーロッパ大陸に本社機能を移動する決定
をする可能性がある。」外務省（2016）、 Japan’s Message to the United Kingdom and the European Union, http://www.mofa.go.jp/files/000185466.pdf（2016
年9月6日にアクセス）を参照。
46 安倍首相の下、中国が33パーセントの持ち分を期待する、提唱されているヒンクリー・ポイントCの核プロジェクトの決定を遅らせるイギリス政府の結締により
強化されている、中国との深い経済関係の安全保障の側面について、増加している感度の、早期の一時的なサインがある。安全保障というより、プロジェクトの経
済的な実行可能性に関する、基本的な疑惑の作用がどの程度かということは不透明であるが、イギリスの防衛および諜報機関の上級職員は、「イギリスの核産業
に中国の大きな利害を与える計画は、国家安全保障に脅威を与えると、大臣に警告している。」 See, Macalister, T. (2016), ‘Hinkley Point C: no easy solution to 
Theresa May’s Chinese puzzle’, The Guardian, 3 September 2016, https://www.theguardian.com/uk-news/2016/sep/03/hinkley-point-c-theresa-may-china-
g20-summit （2016年9月7日にアクセス）。
47 Taniguchi, T. (2016), ‘Brexit: the Consequences for Japan’, The Diplomat, 8 July 2016, http://thediplomat.com/2016/07/brexit-the-consequences-for-
japan/ （2016年9月7日にアクセス）。
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このような困難に直面し、両国はおそらく既存の共同での武器売却および開発、2プラス2の階段による
さらなる協力、そして地域的緊張を相殺する、法の役割を支持する共同の口先の公約を継続し続けるこ
とが最良であろう。48日本およびイギリスは、反海賊行為のイニシアチブ、テロリズム防止の方策および
情報共有、そして北朝鮮に対するさらなる制裁体制支持を、国連を通して共同で行うことに成功し続け
ている。49

そのため、共同作業と協力に関する予測は、僅かなものである。日本の行動主義的な安全保障、および外
交政策の上昇は安倍首相の政策的野望に安堵感を投げかけている。また、ブレグジットにおける目前の
困難に焦点を当てることに、必然的に希望をもたない、メイ首相への消極的、そして限定されたアジェン
ダとは大きく異なっている。50このような違いにも関わらず、ヨーロッパとアジア両方において地域秩序に
対する多くの挑戦があり、イギリスおよび日本を含む、不安定のリスクに関して懸念する国家により、継続
的協力のために緊急かつ即急な必要性がある。

48 Meza, J. A. (2016), ‘The Japanese-European security relationship during the second Abe administration’, Issues and Insights, 16(8), Honolulu, Hawaii: 
Pacific Forum, Centre for Strategic and International Studies (CSIS), pp. 5, 11.オンライン： https://www.csis.org/analysis/issues-insights-vol-16-no-8-
japanese-european-security-relationship-during-second-abe （2016年9月7日にアクセス）。
49 Childs, N. (2016), ‘The Measure of Britain’s New Maritime Ambitions’, p. 140.
50 Lewis, H. and Bush, S. (2016), ‘The May doctrine’, New Statesman, 15–21 July, 2016, pp. 21–23.
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